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ごあいさつ
　日頃より格別なるご愛顧、お引き立てを賜り心から厚く御礼申し上げます。
　ここに令和5年度上半期の業績や活動内容を「上半期ディスクロージャー誌」に取りまとめまし
たので、ご高覧いただきたいと存じます。
　さて、本年度の当地域経済は、新型コロナウイルスの感染症法上の分類が5分類に変更され
た事もあり人流の増加により回復基調となったものの、今夏の猛暑と新型コロナ感染症の感染再
拡大が重なったことに加え物価高の影響が残る状況にあります。
　このため当組合は、今年度も引き続きお客様のご支援を最優先に全力で取り組みするとともに、
アフターコロナを見据えて事業計画には組合員数の増加など取引基盤の拡大を掲げ取り組み中
であります。

　このような令和5年度上半期の当組合業況は、ゼロゼロ融資の返済が本格化したことを主因として対前年比で預金は△0.52％、貸出
金は△2.49％減少いたしました。次に、収益状況は余裕資金の効率的な運用に努めた結果、資金運用収益が増加し、当期純利益は
142百万円の黒字（前年比78百万円増益）を確保することができました。この利益はお客様が安心して当組合をご利用していただける
経営基盤の強化とお客様サービスの向上ために必要な利益でございます。
　当組合は昭和27年に地元の皆様によって創られ、昨年創業70年を迎えることができました。当組合はこれからも地域の皆様に必要と
される金融機関であり続けるよう役職員一同が努力をいたす所存でございます。皆様におかれましては、今後とも一層のご愛顧、お引き
立てを賜りますようお願い申し上げます。
	 令和5年11月
	 理事長　小杉　正人

まきしんの令和5年9月期 業績ダイジェスト

　業務純益は資金運用収益の減少がありましたが、経費と与信費用
の減少により前年同期比で横ばいに推移しました。
　本業の収益力を示すコア業務純益は、与信費用の減少により前年
同期比で7百万円の増加となりました。

　経常利益は有価証券運用収益の増加等により前年同期比77百万
円増加し143百万円となりました。これにより、当期純利益について
も前年同期比78百万円増加し142百万円となりました。

預金の状況
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協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円、％）

区 　 　 　 分
残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/（A）

引当率
（C）/（A−B）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

令和5年9月末 214 37 177 100.0 100.0

令和4年9月末 140 35 105 100.0 100.0

危 険 債 権
令和5年9月末 145 86 32 81.5 54.6

令和4年9月末 171 68 51 70.0 50.0

要 管 理 債 権
令和5年9月末 312 158 19 57.3 13.0

令和4年9月末 284 141 16 55.6 11.5

三月以上延滞債権
令和5年9月末 ─ ─ ─ ─ ─
令和4年9月末 ─ ─ ─ ─ ─

貸出条件緩和債権
令和5年9月末 312 158 19 57.3 13.0

令和4年9月末 284 141 16 55.6 11.5

不 良 債 権 計
令和5年9月末 672 282 229 76.1 58.9

令和4年9月末 595 245 172 70.2 49.4

正 常 債 権
令和5年9月末 21,392 

令和4年9月末 22,029 

合 計
令和5年9月末 22,064 

令和4年9月末 22,625 

（注）	 令和5年9月末の計数は、以下の簡便な方法により算出しております。
	 〈令和5年9月末の算出方法〉

1.	 債務者区分については原則として令和5年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。ただし、4月1日から9月末まで
に倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める基準に基づく債務者
区分見直し後の債務者区分によっております。

2.	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。
3.	「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
4.	「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
5.	「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（2及び3に掲げるものを除く。）です。
6.	「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金（2、3及び5に掲げるものを除く。）です。

7.	「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要
管理債権」以外の債権の合計です。

8.	「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
9.	「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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　自己資本額は当期純利益の内部留保により143百万円増加し、順
調に積み増しされております。これにより、当組合の自己資本比率は
前年同期比0.20ポイント上昇し、17.94％となりました。
　自己資本比率は、国内のみで業務を行う金融機関は4％以上の水準
が求められておりますが、当組合はこの基準を大幅に超え、高い健全
性を維持しています。
※自己資本額はリスクアセット上の額となります。

　協金法及び金融再生法に基づく開示債権額は672百万円で前
年同期比77百万円増加し、不良債権比率では3.04%と前年同期比
0.41%増加致しました。当組合の不良債権比率につきましては全国
の金融機関の中でも低い水準で推移しており、貸出金資産は高い健
全性を維持しています。

自己資本額・自己資本比率 不良債権額・不良債権比率
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貸借対照表 （単位：千円）

科 目 金　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 令和5年9月末 〈参考〉令和4年9月末
現 金 624,492 754,009
預 け 金 18,454,434 18,287,334
有 価 証 券 29,241,148 28,890,945
国 債 2,476,171 2,487,910
地 方 債 711,580 741,210
社 債 13,943,079 14,328,563
株 式 1,321,645 1,180,476
そ の 他 の 証 券 10,788,672 10,152,786

貸 出 金 22,039,477 22,605,440
割 引 手 形 27,241 19,896
手 形 貸 付 662,900 790,603
証 書 貸 付 20,679,766 21,212,584
当 座 貸 越 669,569 582,356

そ の 他 資 産 613,682 513,914
未 決 済 為 替 貸 7,838 3,380
全 信 組 連 出 資 金 343,100 343,100
未 収 収 益 131,048 136,548
そ の 他 の 資 産 131,695 30,885

有 形 固 定 資 産 642,343 669,679
建 物 246,158 262,311
土 地 364,956 364,956
その他の有形固定資産 31,227 42,411

無 形 固 定 資 産 2,290 2,541
ソ フ ト ウ ェ ア 268 506
その他の無形固定資産 2,022 2,034

繰 延 税 金 資 産 ─ ─
債 務 保 証 見 返 ─ 344
貸 倒 引 当 金 △ 393,285 △ 344,386
（うち個別貸倒引当金） （△325,279） （△272,048）

資 産 の 部 合 計 71,224,583 71,379,823

科 目 金　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 令和5年9月末 〈参考〉令和4年9月末
預 金 積 金 64,189,741 64,526,967
当 座 預 金 841,284 842,843
普 通 預 金 26,849,038 25,826,380
貯 蓄 預 金 39,337 40,416
定 期 預 金 34,727,634 35,650,213
定 期 積 金 1,718,675 2,013,864
そ の 他 の 預 金 13,771 153,249

そ の 他 負 債 105,475 143,672
未 決 済 為 替 借 12,731 9,804
未 払 費 用 18,331 25,623
給 付 補 塡 備 金 291 705
未 払 法 人 税 等 425 425
前 受 収 益 4,301 5,073
職 員 預 り 金 58,508 59,908
そ の 他 の 負 債 10,885 42,131

賞 与 引 当 金 21,075 20,346
役 員 賞 与 引 当 金 ─ ─
退 職 給 付 引 当 金 ─ ─
役員退職慰労引当金 47,328 39,478
睡眠預金払戻損失引当金 749 85
偶 発 損 失 引 当 金 2,566 2,999
繰 延 税 金 負 債 140,232 122,222
債 務 保 証 ─ 344
負 債 の 部 合 計 64,507,169 64,856,117
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 176,367 177,529
普 通 出 資 金 176,367 177,529

利 益 剰 余 金 6,174,330 6,026,556
利 益 準 備 金 187,157 187,157
その他利益剰余金 5,987,173 5,839,399
特 別 積 立 金 5,191,000 5,191,000
当期未処分剰余金 796,173 648,399

組 合 員 勘 定 合 計 6,350,697 6,204,085
その他有価証券評価差額金 366,717 319,620
評価・換算差額等合計 366,717 319,620
純 資 産 の 部 合 計 6,717,414 6,523,705
負債及び純資産の部合計 71,224,583 71,379,823

（注）�各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、
合計が一致しない場合があります。
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損益計算書 （単位：千円）

科 目 令和5年9月末 〈参考〉令和4年9月末
経 常 収 益 535,037 483,216
資 金 運 用 収 益 449,025 451,117
貸 出 金 利 息 178,026 180,506
預 け 金 利 息 12,905 13,151
有価証券利息配当金 244,547 243,898
その他の受入利息 13,547 13,559

役 務 取 引 等 収 益 16,896 17,177
受入為替手数料 9,314 9,484
その他の役務収益 7,582 7,692

そ の 他 業 務 収 益 1,873 14,747
国債等債券売却益 ─ 13,099
その他の業務収益 1,873 1,647

そ の 他 経 常 収 益 67,240 175
貸倒引当金戻入益 9,266 ─
償却債権取立益 240 175
株式等売却益 55,365 ─
その他の経常収益 2,369 ─

経 常 費 用 391,741 417,138
資 金 調 達 費 用 8,767 9,796
預 金 利 息 8,544 10,351
給付補塡備金繰入額 76 182
借 用 金 利 息 ─ △ 881
その他の支払利息 146 143

役 務 取 引 等 費 用 19,713 19,446
支払為替手数料 2,922 3,437
その他の役務費用 16,791 16,009

そ の 他 業 務 費 用 1,264 1
国債等債券売却損 162 ─
国債等債券償還損 1,102 ─
その他の業務費用 ─ 1

経 費 355,096 363,226
人 件 費 237,583 239,682
物 件 費 111,290 118,412
税 金 6,223 5,131

そ の 他 経 常 費 用 6,898 24,666
貸倒引当金繰入額 ─ 18,242
その他の経常費用 6,898 6,423

経 常 利 益 143,295 66,078

科 目 令和5年9月末 〈参考〉令和4年9月末
特 別 利 益 ─ ─
特 別 損 失 0 0
固 定 資 産 処 分 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 143,295 66,077
法人税、住民税及び事業税 1,226 2,061
法 人 税 等 調 整 額 ─ ─
法 人 税 等 合 計 1,226 2,061
当 期 純 利 益 142,069 64,016
繰越金（当期首残高） 654,103 584,383
当 期 未 処 分 剰 余 金 796,173 648,399



（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

業　　　　種　　　　別 令和5年9月末 〈参考〉令和4年9月末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

製 造 業 904 4.1 957 4.2 
農 業 、 林 業 181 0.8 237 1.0 
漁 業 49 0.2 50 0.2 
鉱 業 、採 石 業 、砂 利 採 取 業 5 0.0 6 0.0 
建 設 業 1,472 6.7 1,425 6.3 
電気、ガス、熱供給、水道業 ─ ─ ─ ─
情 報 通 信 業 6 0.0 1 0.0 
運 輸 業 、 郵 便 業 157 0.7 165 0.7 
卸 売 業 、 小 売 業 2,146 9.7 2,234 9.9 
金 融 業 、 保 険 業 4,509 20.5 4,009 17.7 
不 動 産 業 2,163 9.8 2,366 10.5 
物 品 賃 貸 業 44 0.2 35 0.2 
学術研究、専門･技術サービス業 160 0.7 169 0.8 
宿 泊 業 634 2.9 637 2.8 
飲 食 業 628 2.9 504 2.2 
生活関連サービス業、娯楽業 226 1.0 199 0.9 
教 育 、 学 習 支 援 業 27 0.1 30 0.1 
医 療 、 福 祉 1,030 4.7 544 2.4 
そ の 他 の サ ー ビ ス 834 3.8 826 3.7 
そ の 他 の 産 業 ─ ─ 514 2.3 
小 計 15,184 68.9 14,915 66.0 

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 128 0.6 1,198 5.3 
個人（住宅・消費・納税資金等） 6,727 30.5 6,492 28.7 
合 計 22,039 100.0 22,605 100.0 

その他有価証券 （単位：百万円）

種　　類
令和5年9月末 〈参考〉令和4年9月末

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え る も の

株 式 1,175 758 417 596 477 118
債 券 12,481 12,321 160 13,344 12,925 419
国 債 2,377 2,312 65 2,487 2,313 174
地 方 債 711 700 11 741 700 41
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 9,392 9,308 83 10,115 9,911 204

そ の 他 3,903 3,656 246 3,282 3,133 149
小 　 　 計 17,560 16,736 824 17,223 16,536 687

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

株 式 146 151 △ 5 584 637 △ 52
債 券 4,550 4,792 △ 241 4,212 4,311 △ 99
国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 4,550 4,792 △ 241 4,212 4,311 △ 99

そ の 他 1,586 1,656 △ 69 1,570 1,664 △ 94
小 　 　 計 6,283 6,600 △ 317 6,368 6,613 △ 245

合 　 　 　 計 23,843 23,336 506 23,591 23,150 441
（注）�1. 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。�

2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。�
3. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

有価証券の時価等情報 �

 �

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種　　類
令和5年9月末 〈参考〉令和4年9月末

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 1,200 1,253 53 1,200 1,280 80
小 計 1,200 1,253 53 1,200 1,280 80

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国 債 98 94 △ 4 ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 4,099 3,750 △ 348 4,098 3,698 △ 400
小 計 4,197 3,844 △ 352 4,098 3,698 △ 400

合 　 　 　 計 5,397 5,098 △ 298 5,298 4,978 △ 320
（注）�1. 時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。�

2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。�
3. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。
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地域貢献活動（令和5年4月～令和5年9月まで）
◎地域に貢献する信用組合の経営姿勢
　当組合は、旧巻町を中心に新潟市（旧豊栄市、旧新津市、旧中蒲原郡亀田町及び小須戸町並びに横越町を除く）、西蒲原郡、燕市を営業
地区として、地域の中小規模の事業者や住民が組合員となって、お互いに助け合い、発展していくという相互扶助の理念に基づいて運営さ
れている協同組織金融機関です。
　中小規模の事業者や住民一人一人の顔が見える細やかな取引と、常に顧客（組合員）の事業の発展や生活の向上に貢献するため、組合員
の利益を第一に考えることを基本としています。
　また、本年につきましてもアフターコロナにおけるお客様のご支援を最優先に取り組んでまいります。

◎取引先への支援状況
　当組合では、事業資金や住宅ローンをご利用のお客様からの貸付条件の変更や円滑な資金繰り支援のご要望に柔軟な対応を行っておりま
すとともに、コンサルティング機能の発揮により、お客様の支援に取り組んでおります。また、「地域密着型金融」を推進していくため、
定期的かつ細やかな訪問活動等を通して、お客様と経営課題を共有し、真にお客様から信頼されるパートナーとなるべく活動しております。
具体的な取組みとして、経営課題の把握、分析とその解決策の提案、経営改善計画策定支援、収支に見合った返済条件への変更など、お客
様に最適な支援を行っています。
　また、当組合は地域金融機関として、資金供給者の役割にとどまらず長期的な取引関係を通じて蓄積された情報や外部専門家等とのネッ
トワークを活用したコンサルティング機能を求められている事に対し、よろず支援拠点等の公的機関との連携はもとより、専門的なノウハ
ウを持つ民間業者とも積極的な業務提携を行い、支援体制の強化を図っています。
　その他、食品関係を取扱う取引先事業者とバイヤーのマッチングを行う「しんくみ食のビジネスマッチング展」、従来と違ったアプロー
チで取引先と専門家のマッチングを行う「しんくみ新現役交流会」等の本業支援についても積極的に取組んでいます。

◎文化的・社会的貢献に関する活動
●�｢西蒲区海岸一斉清掃」への参加� �
本年7月に開催された「西蒲区海岸一斉清掃」に当組合役職員と家族総勢57名が越
前浜海岸と間瀬海岸に分かれて参加いたしました。当組合は地域社会に密着した活
動を通じ、地域の皆様との親密な関係づくりに努めてまいります。
●�第18回まきしんチャリティーゴルフ大会� �
前年に引き続き、ハーフコンペ形式で開催された同大会で、132名から協賛いただ
いた温かいチャリティ金と当組合からの補助を合わせて「西蒲区社会福祉協議会」
様へ寄付金を贈呈いたしました。
●�懸賞作文「小さな助け合いの物語賞」を通じた地域貢献� �
「助け合いの大切さを考える機会の提供」と「健全育成」を目的に、地域の中学校へ
懸賞作文の募集を呼びかけを行った結果、多くの中学校からご賛同いただき、6校
112名の生徒から懸賞作文を応募いただきました。また、懸賞作文の募集を通じ、
地域の中学校や後援会、PTAへ寄付金を贈呈いたしました。
●�その他に夏祭り等の地域事業に積極的に参加し、地域に密着した信用組合として活
動しています。

◎トピックス
●�信用組合共催事業「飛鳥Ⅱチャータークルーズ」� �
当組合を含めた県内外の10信用組合による「飛鳥Ⅱチャータークルーズ」が本年9
月に3日間にわたり実施され、当組合から50名のお客様にご参加いただきました。
本事業は、令和元年より県内の信用組合により計画され、新型コロナウイルス感染
症拡大を乗り越えて実現されました。
●�信友会の活動再開� �
店舗と地域の方々との親睦を深める目的として店舗単位に設立された「信友会」は、
新型コロナウイルス感染拡大から活動を休止しておりましたが、本年より徐々に活
動再開がみられました。

店　　名 住　　　　　所 電　　話 ATM
本 店 〒953─0041　新潟市西蒲区巻甲4180番地1 0256（72）7111 1台
西 川 支 店 〒959─0422　新潟市西蒲区曽根225番地 0256（88）2330 1台
岩 室 支 店 〒953─0132　新潟市西蒲区西中639番地1 0256（82）2201 1台
漆 山 支 店 〒953─0054　新潟市西蒲区漆山2502番地 0256（76）2911 1台
松 野 尾 支 店 〒953─0015　新潟市西蒲区松野尾4116番地2 0256（72）6555 1台
月 潟 支 店 〒950─1304　新潟市南区月潟560番地1 025（375）2950 1台
本 町 支 店 〒953─0041　新潟市西蒲区巻甲2211番地甲 0256（72）2333 2台
西 新 潟 支 店 〒950─2042　新潟市西区坂井439番地4 025（261）1181 1台

店舗一覧表 （自動機器設置状況）（令和 5年 11月現在）

〒953-0041 新潟市西蒲区巻甲4180番地1

ホームページ　https://www.maki.shinkumi.jp
TEL：0256-72-7111  FAX：0256-72-7110

チャリティーゴルフ大会　寄付金贈呈

巻夏祭り　民謡流し

ATM営業のご案内
店　　名 平日 土日祝

本店・西川・岩室・本町 8：00～20：00 9：00～19：00
漆山・松野尾・月潟・西新潟 9：00～18：00 稼働しておりません


